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The wave forecast accuracy strongly depends on the sea surface wind accuracy. However, it is still common that we

sometimes tune parameters in wave model according to the wind data used in the applications. In this study, we discuss

the improvement of the wind energy input term as well as the drag coefficient of sea surface to be suitable for the wind

data provided with a meso-scale meteorological model considered to be more accurate in applications to inner sea area.

Some formulations for the term and the coefficient are examined to improve wave forecast accuracy by comparing the

hindcasted results with the data observed during a few typhoons in Seto inland Sea, with some useful findings being dis-

cussed.

1.　は じめ に

近年,局 地気象モデルによる精度の高い内湾海上風の

推算が可能になってきた.し かし,局 地気象モデルによ

る海上風を入力風場とした波浪推算結果が過大評価とな

るケースが しばしばある.局 地気象モデルによる風場推

算を設計波算定等の実務に適用する際には,波 浪推算結

果のバイアスや誤差を最小限に抑える必要がある.橋 本

ら(2007)は,エ ネルギーソース項の うち,風 か ら波へ

のエネルギー輸送項 と白波砕波によるエネルギー消散項

について,い くつかの既存モデルを基に組合せを変えて

推算特性を比較 したところ,多 くの設定で観測値に対 し

て推算値が過大であった.ま た,KNMI(2003)に よる

と,オ ランダ気象局 で運用 され てい る波浪 モ デル

NEDWAMは,波 高4m以 上,周 期10秒 以上の波浪が予

測されると擾乱域内で直ちに過剰に発達する,と 報告 し

ている.こ れ らの原因は,波 浪モデルが強風速に必ず し

も対応 してお らず,主 に風か ら波へのエネルギー輸送が

過大になっているためであると考えられる.こ れを裏付

けるかのように,Powell et al.(2003), Donelan et al.(2003),

Andreas(2004)等 の最近の観測結果に基づ く研究によ

れば,風 速が一定以上になると海面抵抗係数は減少傾向

になるという報告 もあり,風 か ら波へのエネルギー輸送,

特 に海面抵抗係数の扱 いを検討する必要があると考え ら

れる.

そ こで,本 研究では,内 湾域を対象に局地気象モデル

による海上風を波浪推算の入力風場 とした場合,適 切な

波浪を推算する内湾波浪推算モデルを開発することを目

的として,風 か ら波へのエネルギー輸送項と海面抵抗係

数の修正を行うこととした.

2.　解 析対象海域 と期間

本研究では,瀬 戸内海および広島湾を対象海域 とし,

最近の5ケ ースの台風0514,0610,0613,0704,0705号

により高波が発生 した期間を対象事例とした.こ の期間

に観測された最大有義波とその起時を表-1に,こ れらの

表-1　最大有義波と起時

括弧は期間中欠測があることを示す.
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台風経路を図-1に 示 す.広 島湾に面 した岩国では,狭 い

海域であるにもかかわらず,台 風0514号 来襲時に1.87m,

台風0613号 来襲時に3.45mの 高 波高が観測された.ま た,

苅 田で も台風0514号 来襲時に3.64m,台 風0613号 来 襲時

に2.23mの 高波高が観測された.

3.　海 上風 推算

気象場の推算は,局 地気象モデルMM5に より図-1の

領域1か ら3を 格子間隔13.5km,4.5km,1.5kmとnesting

によ り段階的に空間解像度を上げて行い,海 上風を10分

毎 に算出 した.初 期値 ・境界値 は気象庁の領域客観解析

データ(RANAL),海 面水温は気象庁のアジア域客観解

析データ(Near-goos)を 用 いた.ま た,気 象場の追算

精度を上げるために3時間毎にナッジングによる4次元デー

タ同化を行い,台 風ボーガスを投入 した.推 算手順は,

まず粗い格子間隔(18km)で の計算により3時間毎のデー

タを作成 し,こ のデータに台風ボーガス(Ohsawa et al.

(2006))を 投入 した解析値を作成し,こ の解析値を初期 ・

境界値,あ るいは解析値 として4次 元同化を行いなが ら

計算 した.

気象場の推算期間(積 分時間)が 長い場合は,デ ータ

同化する解析値 自身の誤差,特 に,台 風中心位置が時間

図-1　 台風経路図と海上風推算領域

領域1か ら領域3

表-2　推算海上風の相関解析結果

表の数値は回帰係数で1よ りも大きい場合は過大に推算 している

ことを示す.カ ッコ内の数値は相関係数.

とともにベス トトラックから大きくずれる場合がある.

そ こで,進 路誤差を低減するため に,は じめの3時 間を

ス ピンアップのための予備計算として,15時 間積分計

算を実施 して12時 間毎に結果を接続 した.な お,領 域3

の気象場の推算は台風接近時の48時 間 について行 った.

風観測は,こ の期間,苅 田および岩国で海上風に近い

風が観測されている.そ こで,こ の2地 点における検証

を実施 した.推 算海上風の相関解析結果を表-2に 示す.

回帰係数 は苅田では各事例ともほぼ1,岩 国 では1.13か

ら1.50と1を やや上回ったが,相 関係数 は両地点で0.8以

上 と高 く,時 間変化の傾向も概ね再現 した.

4.　波 浪推算

(1)　波浪推算モデルの改良

光易(1983)に よ ると,海 面抵抗係数に関しては,適

用範囲が風速25m/s程 度以下で,風 速の増加に伴 う単調

増加す る多 くの実験式が提案 されてい る(例 えば,

Kondo, Garratt, Large and Pond,本 多 ・光易等の式).

しか し,適 用範囲を超えた高風速領域に対 しても,観 測

データがなか ったため海面抵抗係数を外挿 して求めてい

た.一 方,最 近の観測結果に基づく研究によれば,一 定

風速以上になると海面抵抗係数 は逆に減少すると報告 し

ている.そ こで,本 研究で は,第3世 代波浪 モデル

WAMの 風 か ら波へのエネルギー輸送項 に,海 面抵抗係

a)　広領域 ・中領域・瀬戸内海領域

b)　瀬戸内海領域と広島湾領域

図-2　解析対象領域
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数 を入力とするMitsuyasu and Honda (1982)とHsiao and

Shemdin (1983)を 接 続 した(1)式を選択できるように改

良 し,局 地気象モデルを入力風 とした場合の風から波へ

のエネルギー輸送項および海面抵抗係数をチューニ ング

することを目的とした.

(1)

(2)

ここで,dpdは 風 向依存性,θ は風向,θ ωは波向であ

る.こ れまで第3世 代波浪モデルに採用されてきた風か

ら波へのエネルギー輸送項の多 くは,風 向依存性 はcos

(θ-θ ω)と し,逆 風時のエネルギー入力はない場合が

多い.な お,海 面抵抗係数は本多 ・光易(1980)の(3a),

(3b)式 と した.

(3a)

(3b)

ここで,U10は 高度10mの 風である.以 上の考え方を方

法1と した.

一 方
,方 法2以 降では,波 浪発達率の風向依存性 に関

してはJanssen(1991a)のMiles項 の風向依存性に倣い

cos(θ-θ ω)2に修 正 した.ま た,内 湾域を対象とした

場合,吹 送距離は制限されているが台風通過時など風向

の急変する場合には,逆 風の効果を波浪推算モデルで適

切に評価することは重要である.逆 風の場合のエネルギー

減衰の測定(例 えば,光 易・吉田(1989))に よ り,順 風

による発達率と逆風 による減衰率 は同程度であるとして

いることか ら,逆 風の波浪の発達率を負値 とした.し た

がって,(4)式 の とおりとした.

(4)

さらに,図-3は 海面抵抗係数 と風速の関係をプロットし

たものであるが,海 面抵抗係数 は,一 定風速以上になる

と飽和 し,逆 に減少傾向があることがわかる.そ こで,

方 法2以 降では,一 定に達すると飽和する関数形(5)式 と

した.

(5)

さらに,図-3に 示すように,同 じ風速であって も波齢

によって波浪の発達率に差異が生 じると考えられる.そ

こで,方 法3お よび方法4で はCdを 風 速および波齢の関

数 とし,図 中の矢印の範囲で傾きを線形に変化させた.

各 々(6)式 と(7)式である.

(6)

(7)

こ こ で,β は波 齢(=Cp/U10),Cpは 波 の 位 相 速 度 で あ

る.以 上,方 法1か ら方 法4を ま と め た もの が 表-3で あ る.

図-3　海面抵抗係数Cdと 検討ケース

表-3　波浪推算モデルのエネルギーソース項

さらに,本 研究では,エ ネルギー消散項(白 波砕波)

にはJanssen(1991b)の 方法,非 線形 エネルギー輸送項

にはHasselmann and Hasselmann (1981)の 方法,海 底

摩擦項 にはJONSWAPの 経 験式,地 形性砕波項 には

Battejes and Janssen (1978)を 採用 した.

(2)　推算条件

解析領域 は,図-2に 示すように,広 領域(格 子間隔30

分),中 領 域(格 子間隔10分),瀬 戸 内海領域(格 子間隔

1分),広 島湾領域(格 子間隔30秒)と し,nestingに よ

り段階的に空間解像度を上げて波浪場の計算を行 った.

なお,広 領域と中領域 は深海波,瀬 戸内海領域 と広島湾

領域は浅海波の計算を行った.広 領域の波浪推算 には気

象庁RANALを 時空間内挿 した海上風を,中 領域の波浪

推算 には図-1の 領 域2の 海上風を,瀬 戸内海領域および

広島湾領域の波浪推算には台風接近時は図-1の 領域3,

それ以外の時間帯は図-1の 領域2の 海上風を用いた.

局 地気象モデルMM5に よ り求めた海上風を入力 とし

て,表-3に 示す方法1か ら4に よる波浪推算特性を比較 ・

検討 した.

(3)　推算結果

台風5事 例を対象に,苅 田(NOWPHAS定 時観測地点)

および岩国における波浪観測値を用いて,方 法1か ら4の

推算精度の検証を行った.そ の結果を観測値 と共に表-4
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に示す.な お,観 測値が括弧書きになっているケースは

ピーク付近で欠測が存在 していたケースである.苅 田に

おける波高の相関係数は,台 風0705号 で0.8程 度,そ の

他のケースで0.9以 上 と高かった.さ らに回帰係数は全

方法で1を やや超えたが,ケ ース毎に方法1か ら4を比較

すると,方 法2,次 いで方法4の 回帰係数が1に 近いこと

が分かる.一 方,岩 国における波高の相関係数は台風06

10号 で0.8程 度,そ の他のケースでは0.9以上 と高かった.

さ らに回帰係数は台風0613号 の方法2お よび方法4が1に

近か ったが,そ の他 の事例では2～3程 度 と1を 大きく上

回る結果 となった.表-4全 体 を通 してみると,回 帰係数

から判断すれば,方 法2つ いで方法4に よる精度が高いと

言える.な お,方 法の変更 による相関係数の大幅な改善

はなか った.

次 に,欠 測のないケース(台 風0514,0610お よび0613

号)に ついて,最 大有義波高の再現性を評価する.苅 田

では,台 風0610お よび0613号 時 において最大有義波高を

過大に推算 し,回 帰係数 も1を上回 った.ま た,台 風051

4号 時 は,最 大有義波高は過小に推算 しているものの,

回帰係数では1を 超えた結果となった.一 方,岩 国では,

台風0613号 時の方法2で やや過小ではあるが,方 法4の 推

算結果は観測値 とほぼ一致 した.し か しなが ら,他 の2

事 例(台 風0514お よび0610号)に ついては,最 大有義波

高をかなり過大に推算 しており,回 帰係数も1を 大きく

上回った.

以 上のことから,回 帰係数か ら判断す ると方法2,方

法4の 順で精度が高いといえる.し か しなが ら,岩 国で

見 られるように,台 風0514お よび0610号 において最大有

義波高を過大に推算 したりするなど,最 大有義波高の再

現性 については別途検討す る必要がある.

5.　Adjoint法 に よる海面抵抗係数算 出の検討

前章では,既 存の研究を参考に,海 面抵抗係数を風速

および波齢の関数 とし,複 数の方法で推算精度を検討 し

たが,期 待するほど効果は上がらなか った.そ のため,

本章では海面抵抗係数を風速のみの関数(方 法2)と し

た上で,(3b)の 係数0.581及 び0.063を 同化変数として,

adjoint法 によって有義波高 をデータ同化 し,海 面抵抗

係数を修正することを検討 した(方 法5と する).

ここでは,境 界(外 洋)か らの影響が少ない広島湾領

域を対象と し,波 浪推算結果が過大評価であった台風

0514号 時 を対象 とした.図-4(a)は,台 風0514号 時の岩

国における海上風の推算値と観測値の経時変化を示す.

図か ら,岩 国での推算風速はピーク時刻付近ではやや過

大であるが,風 向 ・風速とも時間的な変化傾向までほぼ

適切に観測値を再現 している.図-4(b)は,方 法2に よる

波浪の推算値(デ ータ同化前と後)と 観測値の経時変化

表-4　観測波高と波浪推算結果

aは回帰係数,rは 相関係数を表す.

括弧は欠測期間があることを表す.

を示す.デ ータ同化により推算値は観測値により近づき,

この際の海面抵抗係数は,Cd=(0.439+0.025U10)×10-3

で あ った.さ らに,台 風0613号 に対 して も同様にデータ

同 化 を 実 施 した 結 果,海 面 抵 抗 係 数 は,Cd

=(0 .544+0.060U10)×10-3で あ った.

6.　お わ りに

本研究をまとめると以下のとおりである.

(1)　台 風5事 例について瀬戸内海領域,広 島湾領域の海上

風,波 浪を推算 した.

(2)　台 風ボーガスを投入 した局地気象モデルMM5に よ る

海上風の推算値を苅田および岩国での観測値と比較 した

結果,相 関係数は両地点 とも0.80か ら0.96と高 かった.

特 に,苅 田については,全5事 例とも回帰係数がほぼ1で

あった.し か しなが ら,岩 国では台風0613お よび0514号

時では概ね1に 近かったが,そ れ以外のケースでは過大

評価であった.
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(a)　MM5に よる海上風の時系列

(b)　方法2(同 化前)お よび5(同 化後)に よる波浪の時系列

図-4　 岩国 に おけ る台風0514号 の事例

(3)　地形 性砕波項 を導入す るな ど浅海域用 に改良 した

WAMを 用 いて,既 存の研究成果を基に,風 か ら波への

エネルギー輸送項の修正,数 種類の海面抵抗係数に式を

用い波浪の推算精度を検証 した.そ の結果,海 面抵抗係

数に上限を設 ける効果が最 も大 きく,こ れはPowell et

al.(2003)他,最 近 の海面抵抗係数観測結果を支持する.

一方
,今 回の検討では海面抵抗係数を風速および波齢の

関数とした効果は小さかった.こ れは,吹 送距離の短い

内湾域で適用 したためである可能性がある.

(4)　海面抵抗係数を同化できるようADWAMを 改良 し,

広島湾領域で台風0514号 の事例について,有 義波高を同

化 した結果,最 大有義波高の値をほぼ再現することがで

きた.
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